
共立女子大学大学院学則

第１章　総　　　則

（本大学院の目的）

第１条　本大学院は、学術の理論および応用を教授研究し、その深奥を究めるとともに、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識および卓越した能力を培

い、社会に広く貢献する、自立した人材を育成することを目的とする。

２　前項の規定に基づき、本大学院の各研究科・専攻の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的については、第5条の2および第６条の２に定める。

（自己評価等）

第２条　本大学院は、前条の目的を達成するため、教育研究活動等の状況について自ら点検および評価を行ない、その結果を公表する。

２　前項に関する規定は別に定める。

３　本大学院は、第１項の措置に加え、本学の教育研究等の総合的な状況について、一定の期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた機関による評価を受ける。

（情報の積極的提供）

第２条の２　本大学院は、教育研究の成果の普及および活用の促進に資するため、その教育研究活動の状況を公表する。

（研究科）

第３条　第1条の目的を達成するために、本大学院に次の研究科をおく。

　　家政学研究科

　　文芸学研究科

　　国際学研究科

　　看護学研究科

（専攻および課程）

第４条　本大学院の各研究科の専攻および課程は、次の通りとする。

研　　究　　科 専　　　　　攻 課　　　　　程

家政学研究科

被服学専攻

食物学専攻

建築・デザイン専攻

児童学専攻

人間生活学専攻

博士前期課程

博士前期課程

博士前期課程

博士前期課程

博士後期課程

文芸学研究科 文芸学専攻 修士課程

国際学研究科 国際学専攻 修士課程

看護学研究科 看護学専攻 修士課程

（修士課程の目的）

第５条　修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力と高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培い、社会に広く貢

献する、自立した人材を育成することを目的とする。

（各研究科・専攻（修士課程）の目的）

第５条の２　第1条第2項の規定および第５条の規定に基づき、本学の各研究科および専攻の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的について、以下のとおり定

める。

（１）家政学研究科

広い視野に立って深遠な学識を授け、被服学、食物学、建築・デザイン、児童学の4専攻分野における研究能力と高度の専門性が求められる職業を担うための卓越

した能力を培い、社会に広く貢献する、自立した人材を育成することを目的とする。

①　被服学専攻

衣を中心とした科学技術の進歩と文化の向上に寄与することを目的とし、人文・社会科学および自然科学の両面を踏まえた高い研究能力を有し、広い視野と柔

軟な思考、伝統に培われた知性と情操を備え、広く社会的に活動できる人材を育成することを目的とする。

②　食物学専攻

食物の基礎から応用に至る知識・素養に基づき深い洞察力をもって研究を行う能力と、食物学の視点から社会に貢献できる高度な職業能力を有した人材を育成

することを目的とする。

③　建築・デザイン専攻

生活の場を構成している「空間」や「もの」などを幅広く深く総合的に捉え、それらの有機的な関係を深く理解できる能力を習得し、専門的に「空間」や「も

の」として具体的に提案できる人材を育成することを目的とする。

④　児童学専攻

広い視野に立った精深な学識をもつ児童学領域の研究能力を有し、児童学の分野における高度な専門性を駆使して、保育・教育および発達支援の場で創造的に

実践を行い、社会貢献のできる人材を育成することを目的とする。

（２）文芸学研究科・文芸学専攻

文芸学研究科文芸学専攻（修士課程）の人材養成目的は、本学の建学の精神及び共立女子大学大学院の人材養成目的に基づき「文学・芸術およびそれらのメディ

アやそれらと関連する文化・思想・社会に関して、深く広く研究して高度な学識を修得し、文化の発展に寄与できる、有能で創造性に富む人材を養成する」ことで

ある。

（３）国際学研究科・国際学専攻

　・国際的な視野に立ち、人文科学・社会科学の双方にわたる学際的・総合的な思考・方法によって研究する能力を育成する。

　・世界の特定地域の文化及び文化間比較、あるいは国際システムや国際協力について、高度の専門的知見を習得し、学術的・専門家的な姿勢とともに、国際コミ

ュニケーション能力や問題発掘・解決型の実務能力を身につけ、国際社会のさまざまな局面において、各々の研究内容に応じた積極的貢献ができる人材の養成

を目的とする。

（４）看護学研究科・看護学専攻

広い視野に立って精深な学識を身に付け、高度化・複雑化する健康課題に対して展開される看護実践を科学的に検証し、支援技術の向上と新たな支援方法の開発

に貢献できる研究能力・看護実践能力を有する人材を養成する。

（博士課程の目的）

第６条　博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行ない、高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力およびその基礎となる豊かな

学識を養い、社会に広く貢献する、自立した人材を育成することを目的とする。



（専攻（博士課程）の目的）

第６条の２　第1条第2項および第6条の規定に基づき、専攻（博士課程）の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的について、以下のとおり定める。

（１）家政学研究科・人間生活学専攻

生活の主体である人間について、人文・社会科学および自然科学の諸視点から思索を深め、併せて人間生活にとって不可欠な生活文化に関する探求を積み重ねる

ことにより家政学の研究と教育に新たな展開を図り、豊かな生活を創出する独創力と実践力を兼ね備えた高度な研究・教育能力を有し、社会に広く貢献する、自立

した人材を育成することを目的とする。

（標準修業年限）

第７条　修士課程および博士前期課程の標準修業年限は２年、博士後期課程の標準修業年限は３年とする。ただし、在学年数は、修士課程および博士前期課程にあっては

４年、博士後期課程にあっては６年を超えることはできない。

（収容定員）

第８条　本大学院の収容定員は、次の通りとする。

研　究　科 専　　攻

入　学　定　員 収　容　定　員

修 士 課 程

(博士前期課程)

博士後期課程 修 士 課 程

(博士前期課程)

博士後期課程

家政学研究科

被服学専攻

食物学専攻

建築・デザイン専攻

児童学専攻

人間生活学専攻

８名

８名

８名

８名

　

　

　

　

　

３名

16名

16名

16名

16名

　

　

　

　

　

９名

文芸学研究科 文芸学専攻 20名 　 40名 　

国際学研究科 国際学専攻 15名 　 30名 　

看護学研究科 看護学専攻 5名 　 10名 　

第２章　教員・運営組織

（教　員）

第９条　本大学院における授業は、各研究科に所属する教授が担当する。ただし、必要な場合は准教授、講師（兼任講師を含む｡）および助教をこれに当てることができ

る。

２　学位論文の作成等に対する指導に当たり得る教員を指導教員とする。

３　学位論文の作成等に対する指導の補助ができる教員を指導補助教員とする。

第10条　削除

第11条　削除

第12条　削除

第13条　削除

第14条　削除　

第15条　削除

第16条　削除

（研究科長等）

第17条　各研究科に研究科長、専攻毎に専攻主任を置く。

２　研究科長及び専攻主任の任命及び任期については、「共立女子大学大学院研究科長および専攻主任に関する規程」に定める。

（研究科委員会）

第18条　本大学院の各研究科に研究科委員会を置く。

（研究科委員会の組織）

第19条　研究科委員会は、教授をもって構成する。ただし、必要がある場合は、准教授、講師、助教を加えることができる。

（研究科の委員長）

第20条　研究科委員会に委員長を置き、研究科長がこれに当たる。

（研究科委員会の招集）

第21条　研究科委員会は委員長が招集し、その議長となる。

２　委員長に事故あるときは、あらかじめ定められた委員がその職務を代行する。

（研究科委員会の審議事項）

第22条　研究科委員会は、研究科に関する次の事項を審議し、学長が決定を行うに当たり意見を述べるものとする。

①　学生の入学および課程の修了

②　学位の授与

③　前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、研究科委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。

２　研究科委員会は、前項に規定するもののほか、当該研究科の教育研究に関する事項について審議し、および学長、研究科長の求めに応じ、意見を述べることができ

る。

（研究科委員会の定足数）

第23条　研究科委員会の成立には、委員の３分の２以上の出席を必要とする。

（事務組織）

第24条　本大学院に関する事務は、本大学の事務組織がこれに当たる。

第３章　授業科目・単位数・履修方法

（教育方法）

第25条　本大学院の教育は、授業科目の授業および学位論文の作成等に対する指導によって行なう。

（授業科目）

第26条　研究科の授業科目およびその配当単位数は、別表第１、第２、第３及び第４の通りとする。

（単位の計算）



第27条　研究科の授業の単位の基準は、学部の学則に規定する単位の基準を準用する。

（研究指導）

第28条　研究指導は、学生の研究分野に関し、学位論文の主題およびそれに関連のある研究を教室の内外にわたり指導することによって行なう。

第29条　削除

第30条　削除

（履修の手続）

第31条　学生は研究分野を定め、その目的に適するよう指導教員の指導の下に、毎学期の始めに当該年度において履修する授業科目を選択し、届け出なければならない。

２　指導教員は必要があると認めた場合、指導を受ける学生に対し所定の授業科目のほか、本大学院の他の専攻に配置された授業科目を指定して、これを履修させること

ができる。

（授業計画･成績評価基準の明示）

第31条の２　本大学院は、学生に対して、授業および研究指導の方法および内容ならびに１年間の授業および研究指導の計画をあらかじめ明示する。

２　本大学院は、学修の成果および学位論文に係る評価ならびに修了の認定に当たっては、客観性および厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示

するとともに、当該基準にしたがって適切に行う。

（ファカルティ･ディベロップメント）

第31条の３　本大学院は、授業および研究指導の内容および方法の改善を図るための組織的な研修および研究を実施する。

（ 長期に渡る教育課程の履修　）

第31条の４　 学生が職業を有している等の事情により、第７条に規定する標準修業年限を超えて一定の期間に渡り計画的に教育課程を履修し修了することを希望する旨を

申し出たときは、その計画的な履修を認めることができる。

２　 前項の規定に関し必要な事項は学長が別に定める。

（他大学院における授業科目の履修）

第32条　教育上有益と認めるときは、他の大学院との協議により、学生が当該他の大学院において履修した授業科目について、修士課程および博士前期課程においては10

単位を超えない範囲で、博士後期課程においては４単位を超えない範囲で本大学院において修得したものとみなすことがある。

２　前項の規定は別に定める。

（本大学院入学前の既修得単位等の認定）

第33条　教育上有益と認めるときは、学生が本大学院に入学する以前に他の大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を

含む。）を、修士課程および博士前期課程においては10単位を超えない範囲で、博士後期課程においては４単位を超えない範囲で、本大学院において修得したものとみ

なすことがある。

２　前項の規定は別に定める。

３　本条第1項により修得したものとみなすことのできる単位は、転学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、前条により修得したものとみな

す単位数とあわせて、修士課程および博士前期課程においては10単位、博士後期課程においては4単位を超えないものとする。

（教員免許）

第34条　中学校教諭一種免許状および高等学校教諭一種免許状授与の所要資格を有する者で、当該免許教科にかかる中学校教諭専修免許状および高等学校教諭専修免許状

の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法および同法施行規則に定める所要単位を修得しなければならない。

２　本大学院研究科の各専攻において取得できる教育職員免許状の種類および教科は次の通りとする。

研　究　科 専　　　攻 免 許 状 の 種 類 教　科

家政学研究科

被服学専攻
中学校教諭専修免許状

高等学校教諭専修免許状
家　　庭

食物学専攻
中学校教諭専修免許状

高等学校教諭専修免許状
家　　庭

建築・デザイン専攻
中学校教諭専修免許状

高等学校教諭専修免許状
家　　庭

児童学専攻 幼稚園教諭専修免許状 　

文芸学研究科 文芸学専攻
中学校教諭専修免許状

高等学校教諭専修免許状

国語、

外国語（英語）

国際学研究科 国際学専攻

中学校教諭専修免許状
社会、

外国語（英語）

高等学校教諭専修免許状
地理歴史、

外国語（英語）

第４章　学習の評価・課程修了・学位授与

（単位の認定）

第35条　履修授業科目に対する単位は、当該授業科目の試験に合格した場合に与えられる。ただし、研究科委員会において、他の方法をもって試験に代えることを認めた

授業科目についてはこの限りではない。

（試　験）

第36条　授業科目の試験は、前・後期末または研究科委員会が適当と認める時期に、同委員会が定める方法によって行なう。

（成績評価）

第37条　試験の成績は、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５種とし、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃを合格とする。

（修士論文の提出要件）

第38条　修士論文を提出するには、次の各号に該当していなければならない。

（１）本大学院修士課程または博士前期課程に１年以上在学していること。

（２）修士論文の主題を定め、その研究計画を作成し、研究科委員会に提出してその承認を得ていること。

（修士課程の修了要件）

第39条　修士課程および博士前期課程修了の要件は、本大学院修士課程または博士前期課程に２年以上在学し、所定の授業科目について30単位以上を修得し、かつ必要な

研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格した者とする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学すれば足り

るものとする。

２　本大学院研究科の修士課程および博士前期課程を修了した者には、修士の学位を授与する。



（博士論文の提出要件）

第40条　博士論文を提出するには、次の各号に該当していなければならない。ただし、第41条第３項に該当する者については、この限りではない。

①　本大学院博士後期課程に２年以上在学し、授業科目について８単位以上修得していること。

②　博士論文の主題を定め、その研究計画を作成し、研究科委員会に提出してその承認を得ていること。

（博士課程の修了要件）

第41条　博士課程修了の要件は、本大学院博士後期課程に３年以上在学し、所定の授業科目について、８単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、博士論文の

審査および最終試験に合格した者とする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。

２　本大学院の博士課程を修了した者には、博士の学位を授与する。

３　前２項の規定にかかわらず、大学院の博士課程を経ないで博士論文を提出して、大学院の行なう審査に合格し、かつ博士課程を修了した者と同等以上の学力を有する

と認められた者にも博士の学位を授与することができる。

４　本大学院の博士後期課程に所定の年限以上在学し、所定の単位を修得して退学した者が、再入学しないで、博士の学位の授与を申請するときも、前項の規定を準用す

る。

（学位論文の審査委員）

第42条　学位論文の審査は、研究科委員会の定める審査委員がこれを行なう。

２　前項の審査委員は、学位論文に関連のある本大学院の教員を、修士論文の審査については3名以上、博士論文の審査については5名以上とする。

３　前項の規定にかかわらず、研究科委員会が必要と認めた場合は、本大学院の教員以外の専門家を審査委員に加えることができる。

（最終試験）

第43条　第39条第１項および第41条第１項に定める学位論文の審査に伴う最終試験は、前条の審査委員が学位論文の内容およびこれに関連のある授業科目について、口述

によって行なう。

（学位の種類）

第44条　本大学院において授与する学位の種類は、次の通りとする。

　　家政学研究科　　博士前期課程　　修士（家政学）

　　　　　　　　　　博士後期課程　　博士（学　術）

　　文芸学研究科　　修士課程　　　　修士（文芸学）

　　国際学研究科　　修士課程　　　　修士（学　術）

　　看護学研究科　　修士課程　　　　修士（看護学）

第５章　学年・学期・休業日

（学　年）

第45条　学年は４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

（学　期）

第46条　学年を分けて次の２学期とする。

前期　　４月１日から９月20日まで

後期　　９月21日から翌年３月31日まで

（休業日）

第47条　休業日は次の通りとする。

①　日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日

②　本学創立記念日（10月18日）

③　夏季休業日（７月28日から９月20日まで）

④　冬季休業日（12月21日から翌年１月７日まで）

⑤　春季休業日（３月20日から４月７日まで）

ただし、休業日においても必要ある場合は、授業を行なうことがある。

２　必要がある場合は、学長は前項の休業日を臨時に変更し、また臨時の休業日を定めることができる。

第６章　入学・休学・復学・退学・転学・再入学・留学・除籍

（入学の時期）

第48条　入学の時期は学年の始めとする。ただし、特別の必要があり、かつ教育上支障がないと認めたときは、学期の始めとすることができる。

（入学資格）

第49条　本大学院修士課程および博士前期課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。

①　大学を卒業した者

②　学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者

③　外国において、学校教育における16年の課程を修了した者

④　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者

⑤　我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして、当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

⑥　専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科

学大臣が定める日以後に修了した者

⑦　学校教育法施行規則第１５５条第１項第６号において文部科学大臣の指定した者

⑧　大学に３年以上在学した者、外国において学校教育における１５年の課程を修了した者、外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修す

ることにより当該外国の学校教育における１５年の課程を修了した者、又は我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１５

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定す

るものの当該課程を修了した者で、本大学院研究科委員会において所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者（以下「飛び入学」という。）

⑨　本大学院研究科委員会において、飛び入学により他の大学院に入学した者であって、本大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者

⑩　本大学院研究科委員会において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、２２歳に達した者

２　本大学院博士後期課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。

①　修士の学位を有する者



②　専門職学位を有するもの

③　外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

④　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

⑤　我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

⑥　学校教育法施行規則第１５６条第４号において文部科学大臣の指定した者

⑦　本大学院研究科委員会において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達した者

（出願手続）

第50条　本大学院に入学を志願する者は、次の書類を提出し、本学則第60条第２項に定める検定料を納入し、かつ本大学院が行なう選抜試験を受けなければならない。

①　本大学院所定の入学願書

②　最終出身学校の卒業（修了）または卒業（修了）見込証明書

③　最終出身学校の調査書

④　健康診断書

（入学手続）

第51条　選抜試験に合格した者は、所定の期日までに次の書類を提出し、本学則第60条第１項に定める納入金を納め、入学の手続きをしなければならない。

①　保証人連署の本大学院所定の誓約書

②　卒業（修了）証明書（出願の際提出した者は除く）

③　成績証明書

２　前項の手続きを終了した者に入学を許可する。

（保証人）

第52条　保証人は父または母とし、父母のない場合はこれに代わるべき者で、独立の生計を営み保証人としての責務を確実に果たし得る者でなければならない。

２　本大学院が保証人として不適当と認めたときは、その変更を命ずることがある。

３　学生が保証人を変更しようとするときは、新旧保証人連署してただちに届け出なければならない。また、保証人が住所、氏名を変更したときは、ただちに届け出なけ

ればならない。

（休　学）

第53条　病気その他止むを得ない理由によって、１学期以上就学できない者は、保証人連署の上願い出て、研究科委員会の議を経て休学の許可を得なければならない。た

だし、休学の期間はその学年度内とし、願い出によっては引き続き１年以内休学することができる。

２　休学の期間は、通算して、修士課程においては２年、博士課程においては３年を超えることはできない。

３　休学の期間は、本学則第７条に規定する修業年限および在学年数に算入しない。

（復　学）

第54条　休学者が復学しようとするときは、保証人連署の上願い出て、研究科委員会の議を経て許可を得なければならない。

２　復学の時期は学期の始めとする。

（退　学）

第55条　病気その他やむを得ない理由によって退学しようとする者は、保証人連署の上願い出て、研究科委員会の議を経て許可を得なければならない。ただし、願い出た

期日を含む学期の授業料その他の学費を納入していなければならない。

（転　学）

第56条　他の大学院から本大学院に転学を志望する者があるときは、本大学院に欠員がある場合に限り、選考の上、研究科委員会の議を経てこれを許可することがある。

２　本大学院から他の大学院に転学を志願する者があるときは、その願い出の理由によって、研究科委員会の議を経てこれを許可することがある。

（再入学）

第57条　本学則第55条によって退学した者または第58条第1項第1号、第3号から第5号の規定により除籍された者が、再入学を願い出るときは、選考の上、研究科委員会の

議を経てこれを許可することがある。

ただし、入学の時期は本学則第48条によるものとする。

２　再入学に関する規程は別に定める。

(留　学)

第57条の２　外国の大学院あるいはこれに相当する高等教育機関に留学を希望する者は、許可を得て留学することができる。

２　前項の留学期間は、１年を限度として、在学年数に算入することができる。

３　留学に関しては、必要事項は、別に定める。

（除　籍）

第58条　次の各号の一に該当する者は研究科委員会の議を経て除籍する。

①　本学則に定める期限までに授業料等の学費を納入していない者

②　本学則に定める在学年限を超えた者

③　本学則に定める休学期間を超えた者

④　長期間にわたり行方不明の者

⑤　本学所定の期日までに履修しようとする授業科目の届け出がない者

２　前項各号の取扱いについては別に規程を定める。

（住所変更等）

第59条　学生が住所、氏名および本籍地を変更したときはただちに届け出なければならない。

第７章　学費　その他

（学　費）

第60条　入学金、授業料、施設設備維持費、科目等履修登録料および科目等履修料の納入額および納入方法は別表納入額第１の1の通りとする。

２　入学検定料は別表納入額第１の２の通りとする。

（納入金の不還付）

第61条　一度納入した学費その他の納入金は返還しない。ただし、入学時の学費については、本人および保証人の連署で所定の期間内に入学辞退の申し出のあった者に限

り入学金以外の納入金を返還する。

（学費徴収の猶予）



第61条の２　経済的理由によって授業料等学費の納入が困難であり、かつ、学業優秀と認められる者またはその他止むを得ない事情があると認められる者で、当該研究科

を経て願い出たときは、授業料等学費の徴収を猶予することがある。

２　授業料等学費の徴収の猶予に関する規程は別に定める。

第８章　科目等履修生・外国人学生・委託生・研究生

（科目等履修生）

第62条　本学則第49条の各号の一に該当する者が、本大学院の授業科目中、その一部について履修を願い出るときは、学生の学修に支障のない場合に限り、選考の上、科

目等履修生として入学を許可することがある。

２　科目等履修生として履修し試験に合格した者は、その授業科目所定の単位を与えることができる。

３　科目等履修生に関して必要な事項は別に定める。

（科目等履修料等）

第63条　履修を許可された者は、本学則第60条第１項に定める科目等履修登録料および科目等履修料を所定の期日までに、納入しなければならない。

（外国人学生）

第64条　外国公館の証明のある外国人で、入学を志願する者があるときは、特別の選考の上、外国人学生として、入学を許可することがある。

（委託生）

第65条　他の大学院または公共機関から、本大学院における学修を委託された者があるときは、学生の学修に支障のない場合に限り、これを許可することがある。

（研究生）

第65条の２　本学則第49条の各号の一に該当する者が、本大学院において特定の課題について研究することを願い出るときは、学生の学修に支障のない場合に限り、選考

の上、研究生として入学を許可することがある。

２　研究生に関して必要な事項は別に定める。

（外国人学生等の納入金）

第66条　外国人学生および委託生の授業料その他の納入金については、科目等履修生に準ずる。

（科目等履修生等の正規学生に関する規程の準用）

第67条　科目等履修生、外国人学生、委託生および研究生については、本章の規定のほか正規の学生に関する規定を準用する。

第９章　研究指導施設

（研究指導施設）

第68条　本大学の図書館、その他の研究施設を大学院学生に使用させる。

第10章　厚生保健施設

（厚生保健施設）

第69条　本大学の保健室、学生食堂、寄宿舎、運動施設その他の厚生保健施設を本大学院学生に使用させる。

第11章　賞　　　罰

（表　彰）

第70条　人物、学業が特に優秀な者、または学生の模範となる行為をした者は、研究科委員会の議を経て、学長がこれを表彰することがある。

（懲　戒）

第71条　本大学院教育の趣旨に背き、または学生の本分に反する行為をした者は、研究科委員会の議を経て、学長がこれを懲戒する。

２　懲戒は訓告、停学および退学とする。

３　退学は次の各号の一に該当する者に対して行なう。

①　性行不良で改善の見込みがないと認められる者

②　学業をおこたり、または研究能力がなく成業の見込みがないと認められる者

③　正当な理由がなく出席常でない者

④　本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

　

附　則

本学則は昭和41年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は昭和42年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は昭和46年４月１日から施行する。

なお昭和45年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和48年４月１日から施行し、同年４月入学生から適用する。

附　則

この改正学則は昭和50年４月１日から施行する。

なお昭和49年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和51年４月１日から施行する。

なお昭和50年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和52年４月１日から施行する。

なお昭和51年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和53年４月１日から施行する。

なお昭和52年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則



この改正学則は昭和54年４月１日から施行する。

なお昭和53年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和55年４月１日から施行する。

なお昭和54年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和56年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は昭和57年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は昭和58年４月１日から施行する。

なお昭和57年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和59年４月１日から施行する。

なお昭和58年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和60年４月１日から施行する。

なお昭和59年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和61年４月１日から施行する。

なお昭和60年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和62年４月１日から施行する。

なお昭和61年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は昭和63年４月１日から施行する。

なお昭和62年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は平成元年４月１日から施行する。

なお昭和63年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は平成２年４月１日から施行し、同年４月入学者から適用する。なお平成元年度以前に入学した者については施設々備資金を授業料として徴収する。

附　則

この改正学則は平成３年４月１日から施行する。

なお平成２年度以前に入学した者については施設々備資金を授業料として徴収する。

附　則

この改正学則は平成４年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成５年４月１日から施行する。

なお平成４年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は平成６年４月１日から施行し、同年４月入学者から適用する。

附　則

この改正学則は平成７年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成８年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成９年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成10年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成11年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成12年４月１日から施行する。

なお平成11年度以前に入学した者については、第26条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は平成13年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成14年４月１日から施行する。

附　則

この改正学則は平成15年４月１日から施行する。

なお平成14年度以前に入学した者については、第26条、第38条および第60条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則

この改正学則は平成16年4月1日から施行する。

なお、平成15年度以前に入学した者については、第26条、第34条、第38条及び第39条の規定にかかわらず従前の例による。

附　則



この改正学則は平成18年4月1日から施行する。

なお、平成17年度以前に入学した者については、第60条の規定に係わらず従前の例による。

附 則

この改正学則は平成1９年４月１日から施行する。

なお、平成1８年度以前に入学した者については，第26条の規定にかかわらず従前の例による。

附 則

この改正学則は平成２０年４月１日から施行する。

なお、平成19年度以前に入学した者については第49条の規定にかかわらず従前の例による。

附 則

この改正学則は平成21年4月1日から施行する。

なお、平成20年度以前に入学した者については、従前の例による。

附 則

１．この改正学則は平成23年4月1日から施行する。

２．第8条の規定にかかわらず、平成23年4月1日から学生募集停止の比較文化研究科比較文化専攻については、在学生がいなくなるまで存続するものとする。

３．平成22年度以前に入学した者については、特に定めのある場合を除き、従前の例による。

４．別表第４の１納入金方法２は、平成23年度より適用する。

附 則

この改正学則は平成24年４月１日から施行する。

なお、平成23年度以前に入学した者については従前の例による。

附 則

この改正学則は平成25年４月１日から施行する。

なお、平成24年度以前に入学した者については従前の例による。

附 則

この改正学則は平成26年４月１日から施行する。

なお、平成25年度以前に入学した者については従前の例による。

附 則

１．この改正学則は平成27年４月１日から施行する。

２．なお平成26年度以前に入学した者については従前の例による。

３．第4条及び第8条の規定にかかわらず、平成27年4月から学生募集停止の文芸学研究科日本文学専攻、英文学専攻及び演劇学専攻は、平成27年3月31日に在学する者がい

なくなるまで存続するものとし、教育課程等は従前の通りとする。

附　則

この改正学則は平成28年4月1日から施行する。

なお、平成27年度以前に入学した者については従前の例による。

附 則

この改正学則は平成29年４月１日から施行する。

なお、平成28年度以前に入学した者については従前の例による。

附　則

この改正学則は平成31年4月1日から施行する。

なお、平成30年度以前に入学した者については従前の例による。

附　則

この改正学則は令和2年4月1日から施行する。

なお、平成31年度以前に入学した者については従前の例による。ただし、別表納入額第１の１の納入方法の3についてはその限りではない。

附　則

この改正学則は令和3年4月1日から施行する。なお、令和2年度以前に入学した者については従前の例による。

附　則

この改正学則は令和4年4月1日から施行する。なお、令和3年度以前に入学した者については従前の例による。

附　則

 この改正学則は令和5年4月1日から施行する。なお、令和4年度以前に入学した者については従前の例による。ただし、第31条についてはその限りではない。

別表第１,２,３,４

別表　納入額　



  家政学研究科（博士前期課程）

  被服学専攻

必　　修 選　　択

家 政 学 総 合 研 究 演　　　　習 2

被 服 材 料 学 特 論 講　　　　義 2

被 服 管 理 学 特 論 講　　　　義 2

染 色 学 特 論 講　　　　義 2

被 服 環 境 学 特 論 講　　　　義 2

ア パ レ ル 行 動 論 特 論 講　　　　義 2

被 服 心 理 学 特 論 講　　　　義 2

被 服 コ ン ピ ュ ー タ 応 用 特 論 講　　　　義 2

被 服 材 料 学 演 習 演　　　　習 2

被 服 管 理 学 演 習 演　　　　習 2

被 服 環 境 学 演 習 演　　　　習 2

ア パ レ ル 行 動 論 演 習 演　　　　習 2

被 服 心 理 学 演 習 演　　　　習 2

被 服 コ ン ピ ュ ー タ 応 用 演 習 演　　　　習 2

染 織 文 化 史 特 論 講　　　　義 2

服 装 史 特 論 講　　　　義 2

被 服 平 面 造 形 学 特 論 講　　　　義 2

被 服 造 形 学 特 論 講　　　　義 2

被 服 意 匠 学 特 論 講　　　　義 2

染 織 文 化 史 演 習 演　　　　習 2

被 服 平 面 造 形 学 演 習 演　　　　習 2

被 服 造 形 学 演 習 演　　　　習 2

被 服 意 匠 学 演 習 演　　　　習 2

被 服 学 特 別 研 究 演　　　　習 10

  食物学専攻

必　　修 選　　択

家 政 学 総 合 研 究 演　　　　習 2

食 品 学 特 論 講　　　　義 2

食 品 学 演 習 演　　　　習 2

食 品 機 能 学 特 論 講　　　　義 2

食 品 機 能 学 演 習 演　　　　習 2

食 品 物 理 化 学 特 論 講　　　　義 2

食 品 物 理 化 学 演 習 演　　　　習 2

食 品 衛 生 学 特 論 講　　　　義 2

食 品 衛 生 学 演 習 演　　　　習 2

調 理 学 特 論 講　　　　義 2

調 理 学 演 習 演　　　　習 2

別表第１

 
 
 
 
 
 
専
門
教
育
科
目

授　　　  　   業  　     　　科  　　　   　　目

授　　 　    　業　    　　 　科　     　　　　目

共通科目

専
門
教
育
科
目

被
服
科
学
領
域

服
飾
文
化
領
域

特別研究

共通科目

食
品
科
学
領
域



栄 養 学 特 論 講　　　　義 2

栄 養 学 演 習 演　　　　習 2

栄 養 生 理 学 特 論 講　　　　義 2

栄 養 生 理 学 演 習 演　　　　習 2

臨 床 栄 養 学 特 論 講　　　　義 2

臨 床 栄 養 学 演 習 演　　　　習 2

栄 養 教 育 学 特 論 講　　　　義 2

栄 養 教 育 学 演 習 演　　　　習 2

公 衆 栄 養 学 特 論 講　　　　義 2

公 衆 栄 養 学 演 習 演　　　　習 2

給 食 経 営 管 理 学 特 論 講　　　　義 2

給 食 経 営 管 理 学 演 習 演　　　　習 2

食 物 学 特 別 研 究 演　　　　習 10

　建築・デザイン専攻

必　　修 選　　択

家 政 学 総 合 研 究 演　　　　習 2

特 論 建 築 形 態 論 講　　　　義 2

特 論 建 築 空 間 計 画 講　　　　義 2

特 論 構 造 デ ザ イ ン 講　　　　義 2

特 論 環 境 デ ザ イ ン 講　　　　義 2

特 論 都 市 景 観 デ ザ イ ン 講　　　　義 2

特 論 住 生 活 デ ザ イ ン 講　　　　義 2

特 論 住 生 活 史 講　　　　義 2

建 築 設 計 Ⅰ 演　　　　習 4

建 築 設 計 Ⅱ 演　　　　習 4

イ ン タ ー ン シ ッ プ Ａ 実　　　　習 4

イ ン タ ー ン シ ッ プ Ｂ 実　　　　習 3

イ ン タ ー ン シ ッ プ Ｃ 実　　　　習 3

イ ン タ ー ン シ ッ プ Ｄ 実　　　　習 4

特 論 伝 達 デ ザ イ ン 講　　　　義 2

伝 達 デ ザ イ ン 演 習 演　　　　習 2

特 論 プ ロ ダ ク ト デ ザ イ ン 講　　　　義 2

プ ロ ダ ク ト デ ザ イ ン 演 習 演　　　　習 2

特 論 マ ー ケ テ ィ ン グ 講　　　　義 2

特 論 パ ブ リ ッ ク デ ザ イ ン 講　　　　義 2

パ ブ リ ッ ク デ ザ イ ン 演 習 演　　　　習 2

建 築 ・ デ ザ イ ン 特 別 研 究 第 Ⅰ 演　　　　習 4

建 築 ・ デ ザ イ ン 特 別 研 究 第 Ⅱ 演　　　　習 4

建 築 ・ デ ザ イ ン 特 別 研 究 第 Ⅲ 演　　　　習 6

授　　     　　業　  　    　　科　      　　　　目

栄
養
学
・
健
康
科
学
領
域

特別研究

共通科目

専
門
教
育
科
目

建
築
領
域

デ
ザ
イ
ン
領
域

特別研究



　児童学専攻

必　　修 選　　択

家 政 学 総 合 研 究 演　　　　習 2

現 代 社 会 と 児 童 特 論 講　　　　義 2

現 代 社 会 と 児 童 演 習 演　　　　習 2

幼 児 教 育 ・ 保 育 学 特 論 講　　　　義 2

幼 児 教 育 ・ 保 育 学 演 習 演　　　　習 2

教 育 学 特 論 講　　　　義 2

教 育 学 演 習 演　　　　習 2

教 育 課 程 ・ 教 授 法 特 論 講　　　　義 2

教 育 課 程 ・ 教 授 法 演 習 演　　　　習 2

子 ど も 家 庭 生 活 特 論 講　　　　義 2

子 ど も 家 庭 生 活 演 習 演　　　　習 2

保 育 ・ 教 育 支 援 特 論 講　　　　義 2

保 育 ・ 教 育 支 援 演 習 演　　　　習 2

表 現 文 化 研 究 特 論 A 講　　　　義 2

表 現 文 化 研 究 特 論 B 講　　　　義 2

表 現 文 化 研 究 演 習 A 演　　　　習 2

表 現 文 化 研 究 演 習 B 演　　　　習 2

人 間 関 係 学 特 論 講　　　　義 2

人 間 関 係 学 演 習 演　　　　習 2

発 達 臨 床 学 特 論 講　　　　義 2

発 達 臨 床 学 演 習 演　　　　習 2

発 達 心 理 学 特 論 講　　　　義 2

発 達 心 理 学 演 習 演　　　　習 2

発 達 障 害 支 援 特 論 講　　　　義 2

発 達 障 害 支 援 演 習 演　　　　習 2

臨 床 事 例 研 究 実　験・実　習 2

児 童 学 特 別 研 究 演　　　　習 10特別研究

授　　     　　業　  　    　　科　      　　　　目

共通科目

専
門
教
育
科
目

保
育
・
教
育
・
福
祉
領
域

発
達
臨
床
領
域

フィールドワーク



　　人間生活学専攻

必　　修 選　　択

身 体 機 能 論 Ⅰ 講　　　義 2

身 体 機 能 論 Ⅱ 講　　　義 2

身 体 機 能 論 Ⅲ 講　　　義 2

身 体 機 能 論 Ⅳ 講　　　義 2

生 活 主 体 者 論 Ⅰ 講　　　義 2

生 活 主 体 者 論 Ⅱ 講　　　義 2

生 活 主 体 者 論 Ⅲ 講　　　義 2

生 活 主 体 者 論 Ⅳ 講　　　義 2

生 活 文 化 論 Ⅰ 講　　　義 2

生 活 文 化 論 Ⅱ 講　　　義 2

生 活 文 化 論 Ⅲ 講　　　義 2

生 活 文 化 論 Ⅳ 講　　　義 2

生 活 文 化 論 Ⅴ 講　　　義 2

生 活 文 化 論 Ⅵ 講　　　義 2

生 活 文 化 論 Ⅶ 講　　　義 2

食 生 活 素 材 論 Ⅰ 講　　　義 2

食 生 活 素 材 論 Ⅱ 講　　　義 2

食 生 活 素 材 論 Ⅲ 講　　　義 2

食 生 活 素 材 論 Ⅳ 講　　　義 2

衣 生 活 素 材 論 Ⅰ 講　　　義 2

衣 生 活 素 材 論 Ⅱ 講　　　義 2

衣 生 活 素 材 論 Ⅲ 講　　　義 2

食 生 活 計 画 論 Ⅰ 講　　　義 2

食 生 活 計 画 論 Ⅱ 講　　　義 2

食 生 活 計 画 論 Ⅲ 講　　　義 2

衣 生 活 計 画 論 Ⅰ 講　　　義 2

衣 生 活 計 画 論 Ⅱ 講　　　義 2

衣 生 活 計 画 論 Ⅲ 講　　　義 2

衣 生 活 計 画 論 Ⅳ 講　　　義 2

　　家政学研究科（博士後期課程）

授　　 　    　業　    　　 　科　     　　　　目



別表第2

  文芸学研究科（修士課程）

　文芸学専攻

必　　修 選　　択

共通科目 文 芸 学 研 究 法 講　　　　義 2

日本文学領域

古 代 日 本 文 学 研 究 A （ 散 文 ） 演　　　　習 4

古 代 日 本 文 学 研 究 B （ 韻 文 ） 演　　　　習 4

中・近世日本文学研究 A（散文） 演　　　　習 4

中・近世日本文学研究 B（韻文） 演　　　　習 4

近 代 日 本 文 学 研 究 A （ 散 文 ） 演　　　　習 4

近 代 日 本 文 学 研 究 B （ 韻 文 ） 演　　　　習 4

日 本 語 研 究 A （ 古 代 語 ） 演　　　　習 4

日 本 語 研 究 B （ 近 代 語 ） 演　　　　習 4

漢 文 学 研 究 演　　　　習 4

書 誌 学 研 究 演　　　　習 4

日本文学基礎研究 A（古代文学） 講　　　　義 4

日本文学基礎研究 B（近代文学） 講　　　　義 4

英文学領域

論 文 英 語 ラ イ テ ィ ン グ Ⅰ 演　　　　習 1

論 文 英 語 ラ イ テ ィ ン グ Ⅱ 演　　　　習 1

英 語 学 研 究 A 講　　　　義 4

英 語 学 研 究 B 講　　　　義 4

イ ギ リ ス 文 学 文 化 研 究 A 講　　　　義 4

イ ギ リ ス 文 学 文 化 研 究 B 講　　　　義 4

ア メ リ カ 文 学 文 化 研 究 A 講　　　　義 4

ア メ リ カ 文 学 文 化 研 究 B 講　　　　義 4

英 語 文 学 批 評 研 究 A 講　　　　義 4

英 語 文 学 批 評 研 究 B 講　　　　義 4

演劇学領域

劇 文 学 論 講　　　　義 4

映 画 学 研 究 講　　　　義 4

中 ・ 近 世 日 本 演 劇 研 究 講　　　　義 4

近 ・ 現 代 日 本 演 劇 研 究 講　　　　義 4

英 米 演 劇 研 究 演　　　　習 4

ヨ ー ロ ッ パ 演 劇 研 究 演　　　　習 4

　演劇学文献研究A（中・近世日本演劇） 演　　　　習 4

　演劇学文献研究B（近・現代日本演劇） 演　　　　習 4

授           　業     　  　　科     　　　   目

専
門
教
育
科
目



文芸学領域

芸 術 論 基 礎 研 究 A 演　　　　習 4

芸 術 論 基 礎 研 究 B 演　　　　習 4

比 較 芸 術 研 究 A 演　　　　習 4

比 較 芸 術 研 究 B 演　　　　習 4

比 較 文 学 研 究 A 演　　　　習 4

比 較 文 学 研 究 B 演　　　　習 4

比 較 文 化 研 究 A 演　　　　習 4

比 較 文 化 研 究 B 演　　　　習 4

歴 史 文 化 研 究 A 演　　　　習 4

歴 史 文 化 研 究 B 演　　　　習 4

現 代 文 化 研 究 A 演　　　　習 4

現 代 文 化 研 究 B 演　　　　習 4

文 芸 と メ デ ィ ア 研 究 A 演　　　　習 4

文 芸 と メ デ ィ ア 研 究 B 演　　　　習 4

文 化 と メ デ ィ ア 研 究 A 演　　　　習 4

文 化 と メ デ ィ ア 研 究 B 演　　　　習 4

文 芸 学 特 講 Ⅰ A 講　　　　義 2

文 芸 学 特 講 Ⅰ B 講　　　　義 2

文 芸 学 特 講 Ⅱ A 講　　　　義 2

文 芸 学 特 講 Ⅱ B 講　　　　義 2

文 芸 学 特 講 Ⅲ A 講　　　　義 2

文 芸 学 特 講 Ⅲ B 講　　　　義 2

文 芸 学 特 講 Ⅳ A 講　　　　義 2

文 芸 学 特 講 Ⅳ B 講　　　　義 2

論文指導 論 文 研 究 演　　　　習 2
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別表第３

国際学研究科（修士課程）

国際学専攻

必　　修 選　　択

国 際 学 研 究 入 門 講　　　　義 2

国 際 学 総 合 研 究 講　　　　義 2

ジ ェ ン ダ ー と リ ー ダ ー シ ッ プ 講　　　　義 2

日 本 近 現 代 史 の 史 料 を 読 む 講　　　　義 2

国 際 社 会 の な か の 日 本 講　　　　義 2

中 国 史 の な か の 地 方 社 会 講　　　　義 2

中 国 史 の な か の 官 僚 制 講　　　　義 2

ア ジ ア の 政 治 と 変 容 す る 地 域 秩 序 講　　　　義 2

現代アジアの構造変動とグローバリゼーション 講　　　　義 2

グローバル・ヒストリーのなかのヨーロッパ 講　　　　義 2

パブリック・ヒストリーとヨーロッパ 講　　　　義 2

多 文 化 社 会 と し て の ヨ ー ロ ッ パ 講　　　　義 2

空 間 論 か ら み る ヨ ー ロ ッ パ 講　　　　義 2

移 民 国 家 ア メ リ カ の 形 成 講　　　　義 2

グ ロ ー バ ル 時 代 の ア メ リ カ 講　　　　義 2

北 米 社 会 の 史 的 展 開 と 民 主 主 義 講　　　　義 2

ア メ リ カ の 政 治 文 化 講　　　　義 2

ア メ リ カ 政 治 外 交 史 講　　　　義 2

日 本 の 表 象 文 化 と 近 現 代 文 学 講　　　　義 2

世 界 の 中 の 日 本 文 化 講　　　　義 2

日 本 語 の 多 様 性 講　　　　義 2

日 本 語 研 究 と 日 本 語 教 育 講　　　　義 2

中 国 の 社 会 と 言 語 形 成 講　　　　義 2

伝 統 と 創 造 の 中 の 中 国 の 言 語 文 化 講　　　　義 2

東アジアの芸能・映像に見る民族的特色 講　　　　義 2

東アジアの文字文化と異民族間交流 講　　　　義 2

フランス語圏の実践的異文化コミュニケーション 講　　　　義 2

ド イ ツ 言 語 文 化 の 歴 史 と 個 性 講　　　　義 2

イ ギ リ ス の 社 会 と 言 語 文 化 講　　　　義 2

ポストコロニアル理論でみる英語圏の言語文化 講　　　　義 2

アメリカ英語の多様性―地域・人種・社会方言 講　　　　義 2

北米の言語・文化とアイデンティティ 講　　　　義 2

国 際 語 と し て の 英 語 講　　　　義 2

グ ロ ー バ ル 秩 序 の 形 成 と 維 持 講　　　　義 2

グ ロ ー バ ル 社 会 に お け る 紛 争 解 決 講　　　　義 2

グ ロ ー バ ル 秩 序 の 歴 史 講　　　　義 2

外 交 と ス テ イ ト ク ラ フ ト 講　　　　義 2

専
門
教
育
科
目

授　 　 　　　業　   　　　科　  　　　目

共通科目

国
際
エ
リ
ア
研
究
科
目

国
際
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
研
究
科
目

国
際
グ
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必　　修 選　　択授　 　 　　　業　   　　　科　  　　　目

グ ロ ー バ ル 化 時 代 の 経 済 諸 課 題 講　　　　義 2

グ ロ ー バ ル 化 時 代 の 社 会 諸 課 題 講　　　　義 2

経 済 開 発 の 理 論 と 実 践 講　　　　義 2

経 済 開 発 の 実 証 ア プ ロ ー チ 講　　　　義 2

グローバルコモンズの国際公共政策史 講　　　　義 2

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ の 国 際 公 共 政 策 講　　　　義 2

和 解 と 平 和 構 築 講　　　　義 2

尊 厳 と 人 間 の 安 全 保 障 講　　　　義 2

Key Perspectives in Sustainability 講　　　　義 2

Principles of International Relations 講　　　　義 2

Theory and Practice in Global Business 講　　　　義 2

A Dynamic Europe in Transformation 講　　　　義 2

Experiences of Asia in International Society 講　　　　義 2

Harmony and Turbulence in the Americas 講　　　　義 2

Education, Society, and Culture 講　　　　義 2

Communication in a Global Era 講　　　　義 2

Inclusive Leadership for Diverse Societies 講　　　　義 2

Special Topics in Global Studies 講　　　　義 2

国 際 学 演 習 Ⅰ 演　　　　習 2

国 際 学 演 習 Ⅱ 演　　　　習 2

国 際 学 演 習 Ⅲ 演　　　　習 2

国 際 学 演 習 Ⅳ 演　　　　習 2

日 本 語 表 現 法 Ⅰ （ 口 語 表 現 ） 演　　　　習 2

日 本 語 表 現 法 Ⅱ （ 文 章 表 現 ） 演　　　　習 2

中 国 語 表 現 法 Ⅰ 演　　　　習 2

中 国 語 表 現 法 Ⅱ 演　　　　習 2

英 語 表 現 法 Ⅰ 演　　　　習 2

英 語 表 現 法 Ⅱ 演　　　　習 2

フ ラ ン ス 語 表 現 法 Ⅰ 演　　　　習 2

フ ラ ン ス 語 表 現 法 Ⅱ 演　　　　習 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実験・実習 2

フ ィ ー ル ド ワ ー ク 実験・実習 2

G
S
E
科
目

演
習
科
目

関
連
科
目

グ
ロ
ー

バ
ル
研
究
科
目



別表第４

看護学研究科（修士課程）

看護学専攻

必　　修 選　　択

研 究 方 法 Ⅰ （ 看 護 研 究 概 説 ） 講　　　　義 2

研 究 方 法 Ⅱ （ 量 的 ・ 質 的 研 究 法 ） 講　　　　義 2

看 護 倫 理 講　　　　義 2

フ ィ ジ カ ル ア セ ス メ ン ト 講　　　　義 2

対 人 援 助 論 講　　　　義 2

看 護 教 育 学 講　　　　義 2

保 健 医 療 福 祉 政 策 論 講　　　　義 2

多 職 種 連 携 講　　　　義 2

療 養 生 活 支 援 看 護 学 総 論 講　　　　義 2

看 護 管 理 学 特 論 講　　　　義 2

小 児 看 護 学 特 論 講　　　　義 2

成 人 看 護 学 特 論 講　　　　義 2

老 年 看 護 学 特 論 講　　　　義 2

療 養 生 活 支 援 看 護 学 演 習 演　　　　習 4

健 康 生 活 支 援 看 護 学 総 論 講　　　　義 2

母 性 看 護 学 特 論 講　　　　義 2

精 神 看 護 学 特 論 講　　　　義 2

地 域 看 護 学 特 論 講　　　　義 2

健 康 生 活 支 援 看 護 学 演 習 演　　　　習 4

演　　　　習 8

健
康
生
活
支
援
看
護
学
領
域

特 別 研 究

授　 　 　　　業　   　　　科　  　　　目

共
通
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目
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別表納入額第 1の 1 

納入額 
家政学研究科 文芸学研究科 国際学研究科 看護学研究科 

入 学 金 300,000 円 300,000 円 300,000 円 300,000 円 

授 業 料 （ 年   額 ） 650,000 円 650,000 円 650,000 円 900,000 円 

施 設 設 備 維 持 費 （ 年   額 ） 70,000 円 20,000 円 20,000 円 100,000 円 

科目等履修登録料 16,000 円 16,000 円 16,000 円 16,000 円 

科 目 等 履 修 料 （１単位につき） 12,000 円 12,000 円 12,000 円 12,000 円 

納入方法 

１．授業料および施設設備維持費は半額ずつ、前期分は 4月 30日まで、後期分は 10月

20日までに納入するものとする。 

２．2年次以降の納入金は、新入学者の納入金（入学金を除く）と同額とする。ただし、

標準修業年限を超えた学生の納入金は、既定額の半額とする。 

３．休学期間中は在籍料として半期休学の場合は 5万円を、1年間休学の場合は 10万円

を納めなければならない。 

４．入学金は、修士課程および博士前期課程については、本大学・短期大学卒業生には

全額を、博士後期課程については、本大学・短期大学卒業生および本大学院修士課程・

博士前期課程修了者には全額を免除する。 

５．再入学の入学金は徴収しない。 

６．第 31条の４の規定により標準修業年限を超えて一定の期間に渡り計画的に教育課程

を履修し修了することを許可された者の授業料は、上記納入額年額に標準修業年限を乗

じた額を修業期間の総額とし、履修期間の年数で除した額を年度ごとに半期に分けて納

入する。ただし、履修期間を変更した場合は、修業期間の総額とすでに納入した授業料

との差額を変更後の履修期間で調整する。施設設備維持費は、年度ごとに半期に分けて

納入し、標準修業年限を超えた期間分は上記納入額年額の半額とする。 

別表納入額第 1の 2 

入 学 検 定 料   30,000円 
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